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法人経理・決算 実践ガイド
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1.1.　はじめに 

（1） 本ガイドの目標

● 「法人決算」を行うまでの基本的な流れを理解する。

● freeeの基本的な考え方と操作方法を理解する。

（2） 対象者

● 「株式会社」を想定しています。

● 上記以外の方（合同会社等）の方も基本操作共通です。ただし、作成する決算書や用意する申告

書様式が異なる場合がありますのでご注意ください。
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2. 法人決算について
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2.1.　法人決算と提出書類 

（1）概要

● 法人（株式会社）の決算は一般的には以下2つの手続きが必要です。

○ 法人のその事業年度内のお金の動きを計算した書類（決算書）を作成する

○ 確定した決算書を元に各種税金を計算した書類（申告書）を作成する

（2）作成書類1

● 会社法計算書類

○ 計算書類

■ 貸借対照表

■ 損益計算書

■ 株主資本等変動計算書

■ 個別注記表

○ 事業報告

■ 事業報告書

○ 附属明細

■ 計算書類に係る附属明細

■ 事業報告に係る附属明細

● 確定申告書

○ 国税申告書

■ 法人税

■ 消費税2

○ 地方税申告書

■ 法人事業税

■ 法人住民税3

● 道府県民税

● 市町村民税

1法人形態や業種によっては書類名が異なったり、別の書類が必要となる場合があります。 
2 課税事業者に該当する場合に限ります。 
3 東京23区では都道府県民税と市町村民税を併せて「都民税」として申告します。 
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2.2.　会計ソフトの目的 
 

 
（１）決算申告 
 

● 会計ソフトへ「会計データ（法人の入出金情報等）」を入力していくことで、決算書と申告書を

作成することができます。一般的な流れを整理すると下のフローチャートようになります。 
 

● freeeはこのフローチャートの「2.決算書の作成」までに対応しています。 
 

● 作業量として一番大変なのは決算書作成のために「会計データ」を作成することですが、決算書

と申告書（特に申告書）を作成するには専門的知識が必要です。 
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（２）経営管理

● 会計ソフトの入力は「経理」という仕事の役割ですが、「経理」は「経営管理」の略称です。

● 「法人決算」は「会計データ」が前提となると聞くと、「会計データ」は「法人決算」のためだ

けに作成する思いがちです。決算申告は法律上の義務ですが、そもそも会社経営が上手く行かな

ければ意味がありません。「会計データ」は経営に役立つ情報であることも重要です。

● 「経営管理」は課題認識があって初めて可能になります。まずは、現預金残高と入出金予定を管

理（お金管理）することから開始して、法人のお金の流れ方を把握し、経営課題の認識を行いま

しょう。
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2.3.　freeeの特徴 
 

 

（1）従来型会計ソフトの特徴 
 

● 決算申告業務用に部分最適化された「記帳ソフト」 
 

○ 通帳や領収書を見ながら手動入力 
 

 
 
 

○ 複式簿記を知らないと入力が難しい（例：弥生会計） 
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（2）　freeeの特徴 
 

● 中小事業者の経営（資金）管理に最適 
 

○ 銀行やクレジットカードのウェブ明細を連携して入力を自動効率化 
 

 
 

○ 入出金（予定）の内容を入力していくだけ 
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3. 基本入力
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3.1.　銀行口座とクレジットカードの準備 

（1） 法人口座の開設

● 登記時の資本金の払い込みに使った個人口座を利用して、経理をすること自体は不正なことでは

ありません。

● ただし、請求書に記載する振込先としての利用を断られたり、口座振替契約を行うときの引落先

等として利用することができない場合があるため、法人設立が完了したら法人用の銀行口座を開

設するのが一般的です。

● ネットバンキングの契約をしなくてもfreeeをご利用いただけます。ネットバンキングを利用する

と明細を自動で取り込むことができるので、記帳が効率化されます。

（2） 法人口座の特徴

● 銀行タイプ別の法人口座の特徴は以下のようになっています。

口座開設 手数料 ネット 融資 信用力

メガバンク △ △ △ △ ○ 

地方銀行/信用金庫  △ △ △ ○  △

ネット専用銀行 ○  ◎ ○  ×  × 

● 近年は振込詐欺等を警戒して口座開設が難しくなっています。

（3） 実用性の比較

● 手数料や実務上の使いやすさを、クラウド会計との親和性を考えた場合、ネット専用銀行の活用

がオススメです。※ネットバンクの契約がなくてもfreeeをご利用いただくことはできます。

● 融資や信用の理由からメガバンクや地方銀行が必要な場合、支払の一部をネット専用銀行で行う

等の併用を検討しましょう。
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基本利用料 振込手数料（他行宛の最低料金） 利用不能時間

メガ 三菱東京UFJ  2,160円/月  540円/回  平日深夜
第二土曜

祝日

三井住友 2,160円/月  540円/回  深夜
日曜祝日

みずほ 2,160円/月  540円/回  深夜
祝日

ネット ジャパンネット 0円/月  168円/回  なし

住信SBI  0円/月  160円/回  なし

楽天 0円/月  160円/回  なし

（４） クレジットカードの準備

● 銀行口座が準備できたら、続いて法人クレジットカードを用意しましょう。クレジットカードを

活用することで経理処理を簡略化させることができます。

● 事業規模が小さいと請求書取引より現金取引が多くなりますが、現金取引は記帳や残高管理の手

間がかかるので、なるべく避けましょう。

　まとめ　：　法人口座を開設しましょう。ネット専用銀行を活用することで手数料等

の節約ができる他、振込作業や会計ソフトの利便性を向上させることができます。
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3.2.　口座登録 

（1） 口座を登録

● 事業の入出金内容が分かる銀行やクレジットカードは「口座」として登録します。

● [口座]→[口座を登録]から登録を行っていきます。

● 金融機関名を検索します。同じ金融機関で複数の検索結果がヒットした場合、一番最初に表示さ

れたものを選択しましょう。

(2) 同期設定（※同期は任意です。）

● 以下のように設定を行います。
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1  ページ確認 明細取り込み先のウェブサービスが確認できます

2  口座種別 口座種別を変更することができます

3  ログイン情報 ・ウェブサービスのログイン情報を入力します

4  自動化OFF  ・✓を外すと、明細取り込みの自動化を停止できます

・明細は取込みは任意のタイミングで実行できます

5  登録（同期あり） 明細取り込み機能がonの状態で、口座登録を行います 

6  登録（同期なし） ・明細取り込み機能がoffの状態で、口座登録を行います

● アカウントを持っていない場合、「6. 同期の設定をスキップ」を選択してください。

（3） 編集

● 登録した口座は、メニューバーの「口座」の「口座の一覧」から登録内容の編集や削除を行うこ

とができます。
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3.3.　現預金取引の登録 

● freeeでの基本的な入力方法は3種類です。順に確認していきましょう。

（１）取引を登録する

現金での取引の登録を行ないます。

［取引］→［取引の登録］をクリックします。 

入力箇所は以下のとおり。

①収支：収入か支出か

②決済：現金取引であれば「完了」。

③口座：お金のやり取りの方法。freeeに登録した口座を指定します。

④取引日：取引を行なった日

⑤勘定科目：お金のやり取りの内容にそった勘定科目を、プルダウンまたは検索で入力可能

⑥金額：受け取った、または支払った金額
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（２）「自動で経理」から取引を登録する 
 
ホーム画面から、今日やることの「自動で経理」をクリック。 
［取引］→［自動で経理］をクリックしても同じ画面が開きます。 

 

 
 

明細の取引内容から、freeeが勘定科目を推測します。 
推測内容が正しければこのまま「登録」をクリックするだけで取引が登録されます。 
修正したい場合は、「編集」をクリックして、内容を修正して登録することもできます。 
金額、取引内容は自動で取り込まれるので入力ミスの心配がありません。 

 
 
  

 
 

17 



 
 

3.4.　未決済取引の登録（掛取引の登録） 
 

 
● 売掛金や買掛金など、取引の発生よりも後でお金のやり取りが行われる取引は、「未決済」の取

引として登録します。 
 

 
 
入力箇所は以下のとおり。 
①収支：収入か支出か 
②決済：お金のやり取りが済んでいない場合は「未決済」  
③期日：お金のやり取りをする予定日 
④取引日：取引を行なった日 
⑤勘定科目：お金のやり取りの内容にそった勘定科目を、プルダウンまたは検索で入力可能 
⑥金額：受け取った、または支払った金額 
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3.5.　未決済取引（入出金予定）に対応する決済の登録 

● 未決済取引に対応する入出金明細は「自動で経理」の「入出金予定とマッチ」のタブから消込む

事が出来ます。（※未決済取引と明細の金額が１対１対で対応しない場合は下記の詳細登録から

処理します。）

● 複数取引の消込みは「詳細登録」機能を使って行うことができます。取引先等で絞り込みを行っ

て、消込み対象となる取引を特定することができます。



 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

４. レポートについて 
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4.1.　freee形式レポート 
 

 
● 登録した取引の内容は、freee独自の便利なレポートで確認することができます。経営状況の確認

に役立てていきましょう。 
 

○ 売掛レポート/買掛レポート 
取引先別、月別に未決済取引を確認することができます。（本日時点で決済されていない

ものが表示されます） 
買掛レポートからは、全銀形式の「一括振込ファイル」の作成も可能です。 

 
○ 現預金レポート 

口座毎に、取引の入出金額と残高を確認することができます。出納帳として使用すること

ができ、取引の詳細へ移動して取引内容の修正を行なうことも可能です。 
 

○ 資金繰りレポート 
入出金予定も含めた資金状況を一覧することができます。取引先や部門ごとの絞り込み、

口座単位での資金状況（キャッシュフロー）を確認可能です。  
 

○ 集計表 
縦軸と横軸を指定して、取引件数、取引金額、取引残高などを確認することが可能です。

取引先単位での絞り込みなどにも対応しております。 
 

 
 4

 
 
 
  

4 資金繰りレポート 
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4.2.　帳簿形式レポート 

● 一般的な会計帳簿も「レポート」メニューからご確認いただけます。

○ 仕訳帳

登録した取引が仕訳（複式簿記）形式で一覧することができます。

○ 総勘定元帳

各科目の相手勘定科目と、残高を確認することができます。

○ 貸借対照表・損益計算書（試算表／月次推移）

試算表では、取引先や品目別の残高を表示することもできます。

5

6

5 仕訳帳 
6 総勘定元帳 
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5.　決算申告について 
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5.1.　現預金残高の確定 

(1) 現金や預金残高の確認

● 決算作業を始める場合、まずは現金や預金の残高を確認します。

（上記はネットバンキングの画面の一例）

● [レポート]→[現預金レポート]から確認した残高とfreeeの残高（入力金額の合計）が一致している

ことを確認します。この作業により、現金や預金に関わる取引の入力過不足がないことが分か

り、入力してきた数値に大きな異常がないことがわかります 。7

7 イラストの場合、21,572円（1,244,682­1,223,110）円分freeeの方が少ないので、入力漏れを探す必要があります。 
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5.2.　未決済取引の確定（売掛・買掛残高の確定） 
 

 
　(1)　未決済取引の確認 
 

● 現預金残高が確定したら、未収未払の残高を確認します。売上（仕入）は入金（出金）タイミン

グに関わらず、その発生日に登録する必要があるので、年度を跨ぐ取引は「振り込みを待ってい

る状態」と「振り込み予定している状態」として登録を行います専門用語でそれぞれの状態を

「売掛金」や「買掛金」 といいます。 8

 

 
 
　(2)　回収送金漏れと入力ミスの確認 
 

● 年度内に入力した未決済取引の入力ミスや回収（送金）漏れがないか確認しましょう。 
● [取引]→[取引の一覧]から[未決済]の取引状況を確認することができます。 

 
 
   

8 取引内容によって「未収入金/未収収益」と「未払金/未払費用」という場合もあります。 
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　補足説明　：　入金出金日付の登録ではダメなんでしょうか？ 
 
　■　原則はダメです。なぜなら、入金日付と出金日付でOKにしてしまうと、正しい利益計算ができ

なくなってしまうからです。 
 
　■　例えば、株主配当は利益から通常行いますが、入出金ベースで利益計算してしまうと「巨額の損

害賠償請求が年度末に来たけど、支払前だと利益が出ているから株主配当をする」なんて事になり、

債務超過に陥る可能性が出てきてしまいます。また、利益は税金計算にも使いますが、「今年は利益

が増えそうなので、売上代金の入金は来年にしてもらう」などなんでもありになってしまいます。 
 
　■　しかし、取引完了と金銭授受が同じ年内に収まっている場合、最終的な計算結果には影響を及ぼ

しません。「そんなこと知らなかったよ・・」という方は、とりあえず入力内容はそのままにしてお

き、年度を跨いだ取引のみちゃんとした処理に変更することで対応し、来年度以降は入出金予定が発

生したタイミングでちゃんと入力を行っていきましょう。 
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5.3.　決算時の処理 

● 会社の決算は現預金残高と入出金予定を入力しただけで完成ではありません。入出金が行われて

いてもサービスが完了していない取引は、「4.2.　未決済取引の確定」の補足説明で紹介したの

と同じ理由から、当期の売上や仕入として登録することができません。

● 減価償却費とは9

○ 例えば、営業車等の何年も利用する物を購入した場合、購入年度にその車の支出情報を登

録してしまうと、事業成績がよくわからなくなってしまいます。

○ そこで、使用年に応じて、来る前の購入費を複数の事業年度に割り振るという事を行って

いきます。

● 固定資産台帳

○ freeeでは　[決算]　→　[固定資産台帳]　から取得した固定資産の情報を取得すると、減価

償却費を自動で計算され、仕訳が登録されます。

9 その他にも「棚卸資産（在庫）」や「貸倒れの処理」などが決算ならではの処理としてあります。 
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5.4.　税額の決定（税務申告書の下書き） 

● 決算関連の入力が終わると「法人税」と「住民税」、「事業税 」等の税金が計算できるように10

なります。この金額を最終的に freee に反映させると決算書を作成することができるようになり

ます。税務申告書自体は決算書を作ったあとに提出用のものを作成するので、この段階では税務

申告書の下書きを行います。

● 税額が決まったら会計ソフト（freee）にその数字を反映させ、決算書を作成します。

● 法人税の計算は会計ソフトではできないため、顧問税理士に依頼されるか法人税の達人などの法

人税用のソフトで行っていただく必要があります。

10 大きな法人では事業税の一部は「販売費一般管理費」に表示する場合があります。 
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5.5.　決算書（会社法計算書類）の作成 

● [決算]→[決算書の作成]から決算書の内容確認を行い、個別注記表や事業報告書等の作成を

行いましょう。

● 作成した決算書類は定時株主総会での承認が必要です。

● 確定した決算書類のうち貸借対照表 の公告を行いましょう。11

11 場合によってはその他の計算書類の開示が必要な場合があります。 
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5.6.　税務申告書の作成 
 

● 法人税申告書（会計ソフトでは作成することができません） 
○ 法人税は「所得」に対して課税されます。 
○ 法人税申告書は「所得」を計算します。「所得」は取引種類別に調整計算ができる用紙が

用意されており、それをを「別表」と言います。 
 

 
 
   

 
 



● 消費税申告書(freeeで自動作成されます）

○ 消費税申告書は会計データに登録した「税区分」を集計することで作成していきます。

○ 前々事業年度前の課税売上高が1千万円を超えた場合、またはその他の特例（期首資本金

が1千万円以上）要件に該当した場合は、消費税の確定申告を行う必要が生じます。



 
 

5.7.　地方税申告書 
 

● 法人税の申告書が完成したら「法人事業税」と「地方法人特別税」、「法人住民税（道府県民

税、市町村民税）」の申告書を作成します。 
 

● 「法人事業税」、「地方法人特別税」、「道府県民税」は一枚の申告書で各都道府県の税金を扱

う機関に申告を行います。 

 
   

 
 



 
 

● 市町村民税は各市区町村の税金を扱う機関へ申告を行います。 

 

 
 



6. 最後に



 
 

 

6.1.　税理士の役割

 

● 税理士は以下の事務業務の専門家です。 
 

○ 税務書類 …　確定申告書、申告書、その他書類を作成します。 
○ 税務代理　 …　確定申告書・承認申請の届出、税務調査立会い等を代理します。 
○ 税務相談 …　各種税金の相談に応じます。 
○ 会計業務 …　税理士業務に付随して、会計書類の作成を行います。 

 
● freee認定アドバイザー制度 

○ freeeを使ってサービス提供が可能な税理士等をご紹介しています。 
○ 検索： http://www.freee.co.jp/tax_accountants 

 

　参考：税理士とfreee 
 

● 税理士の価値 
○ 法人は決算書作成、申告書作成等を作成しなければなりません。しかし、適切な会計処

理の判断を行い、これらの書類を作成できるようになるためには、大変時間がかかる
上、市販されている書籍では触れられていない内容も多くあります。かといって、いい
加減に作ってしまうと、税務調査等を行われた際に説明が困難となり、ペナルティー
（各種承認の取消しと加算税）が課されるリスクがあります。 

 
○ 税理士はコストがかかるだけではありません。節約、節税、経営改善が可能になり、場

合によっては助成金等の情報提供も行ってくれます。 
 

● freeeの価値 
○ 従来の会計ソフトでは、税理士と会計データの共有を行おうとすると 

■ メール 
■ FAX 
■ 郵送 
■ 対面 

　　　　　　 で行う必要がありました。そのため、情報共有するのに時間と手間がかかりました。 
 

○ freeeはクラウドでのデータ共有が可能なため、煩わしいやりとりに時間を割く必要があり
ません。簿記に詳しくなくても入力できるため、会計データの確認と修正、アドバイ
ス、決算申告に絞って税理士サービスを受けることも可能です。 
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6.2.　サポート体制 

● freeeの導入をご検討の法人様を対象に、専用の導入相談窓口を設けております。下記窓口まで

お気軽にお電話ください。

● freeeの操作方法やより効率的な利用方法については、サポートチームがご案内しております。

下記窓口よりお気軽にお問い合わせください。

○ ヘルプページ

■ ご自身でfreeeの操作方法を調べることができます。

○ メール

■ お問い合わせフォーム

■ メール：freee@freee.co.jp

○ チャット（平日10〜12時／13〜18時）

■ freee画面右下のチャットパネルをクリックしてご利用ください。��
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